
平成１８年度機構産業用地の販売状況等について 
 

平成１９年４月 
産 業 用 地 部 

 
１．全国の状況 
 

○ 平成１８年度産業用地販売等実績は、１６２．５haとなり、好調であった前年

度実績（１７０．２ha）に引き続き、２年連続で１６０haを上回った。 

 

表 1 販売等面積（15～18fy）                    （単位：ｈａ） 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 前年度比 
(%) 

販売等面積 ３７．７ ９８．１ １７０．２ １６２．５ ９５．５％

うち分譲 ２３．９ ７２．８ １２５．３ １２４．１ ９９．１％

  賃貸 １３．７ ２５．３ ４５．０ ３８．４ ８５．４％

※賃貸には、産炭団地の自治体経由リースを含む。 

※四捨五入により合計が合わない場合がある。 
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２．地域別の状況 
 

○平成１８年度の地域別の状況は、大型案件が相次いだ九州で６９．８ｈａとなっ

た。また、北海道、東北、関東・甲信越においても３ｈａ超の案件があり、昨年度

実績を上回った。 

 
 

表２ 地域別販売等面積推移                     （単位 ha） 

１６年度 １７年度 １８年度 
 

販売等 うち賃貸 販売等 うち賃貸 販売等 うち賃貸 

北海道 19.7 16.1 3.6 0 16.7 11.5

東北 17.9 1.3 30.3 3.0 34.0 7.9

関東・甲信

越 
4.6 0 6.1 0 14.3 1.3

中部 6.4 1.7 15.9 4.1 6.8 4.5

北陸 8.2 0.2 14.5 0 7.9 1.4

近畿 5.7 3.8 12.5 1.8 7.2 0.6

中・四国 4.4 0.3 30.9 0 5.7 0

九州 31.2 2.1 56.4 36.0 69.8 11.3

合 計 98.1 25.3 170.2 45.0 162.5 38.4

 

※賃貸は、販売等の内数で、産炭団地の自治体経由リースを含む 

※四捨五入により合計が合わない場合がある。 
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３．業種別の状況 
 

○平成１８年度を業種別で見ると、製造業１１６．２ｈａ（６５件）、卸売・小売業１３．４ｈ

ａ（２０件）、サービス業５．９ｈａ（９件）運輸業２．０ｈａ（６件）、に対し販売等を行って

いる。 
○製造業へは、１６年度から３年連続で好調な販売等を行っている。 
○その他業種では、建設業の５．０ｈａ（６件） 等。 

               
表３ 業種別販売等 

        平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

製造業 54.7 38 71.6 52 116.2 65

卸売・小売業 24.8 12 23.1 21 13.4 20

サービス業 9.8 13 6.6 12 5.9 9

運輸業 2.7 4 32.6 10 2.0 6

その他 6.1 20 36.3 30 25.0 19

合 計 98.1 87 170.2 125 162.5 119

（単位：面積 ha/件数） 

 
４．面積別の状況 
 

○平成１８年度を面積別に見ると、１ha 未満の区画が販売等件数で約６５％を占め

ており、引き続き小面積区画が好調である一方、３ｈａを超える大規模区画の販売

も１３件と昨年度実績を上回った。 

 
表４ 面積別構成           （単位：件）

 

（ｍ2） 
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

～ 4,999 ５０ 57.5% ６６ 52.8% ５１ 42.9%

5,000～ 9,999 １０ 11.5% ２６ 20.8% ２７ 22.7%

10,000～14,999 ９ 10.3% １３ 10.4% １４ 11.8%

15,000～19,999 ５ 5.8% ６ 4.8% １０ 8.4%

20,000～24,999 ７ 8.0% ２ 1.6% ２ 1.7%

25,000～29,999 ０ 0.0% １ 0.8% ２ 1.7%

30,000～ ６ 6.9% １１ 8.8% １３ 10.8%

計 ８７件 １２５件 １１９件
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５．購入等企業の用地選定理由等 
 

○企業の進出理由としては、新規立地９０件、当機構産業用地に既に立地している企

業の買い増し２９件となっている。 
○進出の背景としては、増産・受注増によるものが５８件、移転３３件、新規事業・市場

開拓２５件、合理化による工場棟集約９件となっている。 
○成約に至った要因としては、適切な価格設定を挙げるケースが、全体の３４％を占

め、リース制度も１８％となっている。 
○また、用地の選定理由としては、分譲価格の安さ及び初期投資・資産の軽減（８５

件）、十分な用地面積の確保（６３件）、交通網の整備（２９件）、関連企業・工場への

近接性（２８件）、市場への近接性（２１件）が挙げられている。 
 
 
  表５ 進出の理由            表６ 進出の背景 

 件数  件数 
工場等の新規立地 
工場等の増設（買い増し） 

９０

２９

 

増産・受注増 
移転 
新規事業・市場開拓 
合理化による工場等集約 

５８

３３

２５

９

                  ※複数回答。 
 

表７ 用地選定理由 

 件数 
分譲価格が安い／初期投資・資産の軽減 
用地面積の確保 
交通網の整備（高速道路、空港への近接性） 
関連企業（工場）への近接性 
市場への近接性 
国や市町村の優遇措置（補助金、税） 
インフラの整備（電源、工水道、ガス） 
良好な環境整備（道路、上下水道、公園等） 
本社に近接している 
労働力の確保（人材の確保、季節雇用、パート等） 
その他 

８５ 
６３ 
２９ 
２８ 
２１ 
１９ 
１４ 
１１ 
１０ 
１０ 
２５ 

※複数回答。 
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６．購入等企業の規模、契約形態等の状況 
 

○企業規模で見れば、中小企業が約８０％を占めている。 
○契約形態を見ると、即金支払を利用した契約の占める割合が約５０％（５９件）とな

り、資産の一括購入が進んでいる。 

 
 

表８ 購入等企業の規模別の件数推移             （単位：件数）

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 
大企業 ７ １６ １７ ２５

中小企業 ３４ ５６ ９１ ９３

その他 ７ １５ １７ １

合 計 ４８ ８７ １２５ １１９

※中小企業基本法に則り、企業規模を分類 
※産炭団地の自治体経由リースは、リース先の企業規模により分類。 
※自治体は、その他に分類。 

 
 

表９ 購入等企業の規模別の構成比推移 
 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 
大企業 １７％ ２２％ １６％ ２１％

中小企業 ８３％ ７８％ ８４％ ７９％

※表８の分類のうち、その他を除いた構成比。 

 
 

   表１０ 購入等企業の契約形態別の件数             (単位：件)

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 
即金支払 ２８ ４２ ５５ ５９

割賦支払 ９ ２７ ４７ ２７

賃貸活用 １１ １８ ２３ ３３

※賃貸活用には、産炭団地の自治体経由リースを含む。 
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